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• 市民放射能測定所
• 一般の市民による

• チェルノブイリ以降発足のものもあったが多くは２０１１年
以降

• 主として食べ物の測定
• 測定器は寄付などによる



メソッド

調査対象：
• 食べ物を中心とした測定
• 大気の測定は除外
• 非営利団体
• 一般の人に利用できない所は除外
• ヒアリング (対面、電話、スカイプ)





市民放射能測定所の設立の契機
• 五感で感知できない放射能の性質

• 拡散の状態も不均一のためきめ細
やかなデータへのニーズ

• 政府からの情報提供が不十分
• 政府の情報への信頼性の問題



• 「風評被害」言説

• 科学的データに基づかない限り差別
的とみなす

• 概念そのものは包括的な損害賠償な
どに有用だが言説の役割としては責
任のすり替え

• 消費者の責任



• 性別分業（食＝女性の仕事）
• 女性の差別的イメージ

「科学に弱い・感情的」

• 「放射能について不安に感じることは
非科学的」

• 放射能への心配を経験しなければなら
なかっただけえはなく、科学的裏付け
をしなければならないという社会的圧
力

• データへのニーズ



測定所と避難者
• ケース１：

避難者支援ネットワークから発足

• 「放射能を逃げて避難してきたけど汚
染されているかもしれない食べ物が追
いかけてくる」

• 放射能測定所が必要と決意



測定所と避難者
• ケース２：
• 県内避難者から食への不安の声

• 同時期に測定器と同じくらいの寄付の
申し出があり測定器購入に踏み切った



測定所と避難者

• 避難していても、食べ物は汚染されて
いるかもしれないという不安

• 日本の食と農システムの脱ローカル化
• 栽培地の大型化・集中化
• 食品・農産物の全国流通が加速



市民放射能測定所の意義



• 信頼できる専門家
に相談

• 測定所相互での研
修やチェック

• データだけに収斂
されない意義



市民間での知識のシェアという役割

市民放射能測定所の多様な意義



市民放射能測定所の多様な意義

• 市民のニーズにあったデータ取り
• 例：測定の下限値をなるべく下げる努力





• 心配事、悩み事を分かち合う安全な場としての機能
• 風評言説の影響
• 家族内、コミュニティー内でも困難
• 例：「マスク」ー＞しゃべれる？

市民放射能測定所の多様な意義



市民の変化するニーズに柔軟に対応

• 食品測定から始まったが様々な活動
• 土壌の測定
• 甲状腺検診・案内
• 保養の案内・コーディネート

市民放射能測定所の多様な意義



• シチズンシップスタディーズ
• 市民性＝人々の権利・義務関係

• 法的にだけでなく社会的に構築さ
れる

• 市民がするべきこと、するべきで
ないことは変化する

市民性（シチズンシップ）



• 避難者の市民性についてはどうか？
• 復興大臣の「自己責任」発言
• セーフティーネットの縮小・廃止
• 避難の縮小と経済的復興への貢献

• 「ふるさとの創造と再生」＝グローバル市
場対応の経済成長優先

市民性（シチズンシップ）



• ウェンディー・ブラウン
• 現代の市民性と新自由主義の影響

• 個人の自立・市場原理・経済的成功ー一見ポジ
ティブで前向きに聞こえる

• 社会福祉・セーフティーネットの縮小と表裏一
体

• 個人が自分で安全・健康を確保することが「よ
い市民」とされる一方、国と企業の責任は減少

市民性（シチズンシップ）



• 市民放射能測定所の「市民」という立ち位置
• 国家と企業に対するものとしての「市民」
• お目付け役・ウォッチドッグとしての「市民」

• 原子力村の一部と見做された専門家に対するものと
しての「素人の市民」

• 分断（強制避難者vs区域外避難者、生産者vs消費者
など）を乗り越える共通項としての「市民」

市民性（シチズンシップ）



• 「活動家」ではない存在としての「市民」
• 60年代以降、社会運動に対する否定的態度ー過激、普

通でないというイメージ
• 社会的統制として機能

市民性（シチズンシップ）



• Pat Steinhoff
• 日本の社会運動への強い社会的統制

• Erik Swyngedow
• ネオリベラルー政治の忌避 Post-political
• 私的問題化ーー＞社会運動は周縁化

• Simon Avenell
• 日本の市民社会の変化
• 新自由主義の影響
• 国家に対抗するのではなく、協力する
• 運動型ではなくサービス提供型の市民団体へ
• 国と企業の役割の縮小を批判するのではなく、その

縮小を補填する役割へ

市民性（シチズンシップ）



例：モニタリングポスト撤
去反対運動

対抗する市民性：データの
個人責任化を否定

公的なデータとりの必要性
を主張

機能不全の隙間は埋めて
も、パブリックな責任の肩
代わりはしない

ネオリベラルな市民性に対抗する



ネオリベラルな市民性：個人の責任、自立、決定

対抗する市民性：協働性、横のつながり、連帯
組織間でのつながり

ネオリベラルな市民性に対抗する

• 人をつなげる測定所
• 全国に広がるネットワーク
• 例：みんなのデータサイト
• 測定や本の出版など共同事業



• 政治忌避、ポストポリティカルなネオリベラル市民
性に対抗

• 政策的提言
• 政治的活動
• 訴訟などへの参加

ネオリベラルな市民性に対抗する



• 「チェルノブイリと福島第一の大部分の健康影響は放射線では
なく精神的なものであると確定している。」

• “It is well established that the vast majority of health impacts from 
Chernobyl and Fukushima Daiichi were not radiological, but rather 
psychological”

• 原子力は「これまでもまた今後も非常に安全なエネルギー
源である。」

• Nuclear energy “has always been and remains an exceptionally safe 
source of energy”(World Nuclear Association 2021）

グローバルな原子力をめぐる言説



• 福島での影響の矮小化がグローバルな原子力産業に不可欠

• 避難者の権利縮小を正当化するために特定の市民像を規範
化する必要がある

• ネオリベラルな市民性（自立、自己責任、経済優先、政治
忌避）

• 原子力産業に都合の良い市民性に対抗するのは非常に困難
• しかしどのように評価し、維持していくか
• グローバルな意義
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